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要 約
韓国の外国語公教育政策は，政府樹立後の中等教育が始まって以来様々な変
化を伴いながら現在の2009改訂教育課程に至っている。2013年度より適用と
なった2009改訂教育課程の主な趣旨は，「未来形教育課程」「創造的人材養成」
「学校の自律」である。その中でも教科の履修時期と授業時数を学校が自由に
決定できるようにした学校自律化の拡大は，最大の特徴と言える。しかし，大
学入試と非常に密接な関係を持つ韓国の中等教育の実情を勘案すると，この自
律権こそが大学受験一辺倒の教育を一層強化しかねない。現に第2外国語はな
ぜ学ばなければならないのかということに対する学生の意識は非常に乏しく，
英語以外の外国語に対する学習意欲や動機づけも決して高いとは言えない。こ
の背景には，英語だけで十分であるといった認識が社会一般に広がっているこ
とや，政府レベルの英語公教育強化政策も少なからず影響していることが窺え
る。公教育現場から第2外国語教育の存続の意義が問われている今こそ，複文
化・複言語の考え方の重要性と必要性を訴え，理解を広めるための努力が切実
な時期ではないかと思う。
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主義
1）本稿は，平成24年度に交付を受けた松山大学特別研究助成による研究成果の一部であ
る。
1．は じ め に
日本では平成23年度より小学校において新学習指導要領が全面実施され，
第5・第6学年で年間35単位時間の「外国語活動」が必修化されるようになっ
た。文部科学省の公式ホームページでは，外国語活動について，『音声を中心
に外国語に慣れ親しませる活動を通じて，言語や文化について体験的に理解を
深めるとともに，積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度を育成し，
コミュニケーション能力の素地を養うことを目標とする様々な活動』を行うこ
ととしている。この「外国語活動」についてより詳しく知りたいと思い，さら
にページを開いたところ以下のような記述が目に入った。
『文部科学省では，平成23年度から小学校で必修化される外国語活動に
関して，教育の機会均等の観点から全国で一定の教育水準の確保を図るた
め，国が作成する共通教材である「英語ノート」，付属の音声教材（CD），
「英語ノート」教師用指導資料をそれぞれ印刷・複製・配布するとともに，
これらの教材を用いた効果的な指導…（以下省略）』
これを読んで私なりに感じたのは，小学校で行われる外国語活動とは，英語
教育のことをいい，「外国語」というのは単に「英語」の代替として用いられ
ている言葉に過ぎないということである。そして小学生のうちから「英語」の
「特権的な地位」はさらにパワーを増し，児童らは，英語を学ぶ漠然とした理
由として，世界で最も通用する「国際語」であり，「できると得する」ことが
多く，とにかく「使えると格好いい」といった感覚を覚えていくのではないか
と懸念してしまう。私は決して小学校での外国語教育活動に反対であるとか，
早期外国語教育が望ましくないと述べたいわけではない。しかし，過去数年間
に渡ってお隣の国，韓国の小学校英語教育現場や公教育政策，そしてそれらが
もたらした社会的な波紋の広がりを目の当たりにしてきた者として，思慮して
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しまう。2）
大学で言語教育に携わっている者として，言語教育政策が掲げている教育理
念ないし目標として語られているものと，教育現場で，肌で感じる到達可能な
目標の実情の間には大きな乖離があると感じている。もともと理念というもの
が雲のように手が届かないことを掲げることであるのなら話は別であるが，少
なくとも公信力があるとされる教育政策が発信するメッセージを，個々人が属
している社会は，大学は，教育者は，学習者は，どれだけ理解し，共通の認識
を持っているのか，疑問に思うことが度々である。
言語教育が単に文法と語彙，発音を教える（学ぶ）だけのものではないこと
を今更言い直す必要もないような当たり前のことと思っていたのが間違いで
あったのだろうか，今こそ言語教育の意義について，教育政策が持つ重要性に
ついて，真摯に考え直したいと思うところである。
そこでまず韓国の外国語公教育政策に目を向けてみることとする。韓国では
1997年度から小学校の英語教育が始まったことで，英語教育に関してはこれ
まで多くの研究や調査報告書がまとめられている。しかし，英語以外の外国語
（ここでは便宜上「第2外国語」という言葉を用いていくことにしたい）教育
政策に関しては，中学校から教えられているということ以外，さほど知られて
いない印象を受ける。
以下，本稿においては，韓国の第2外国科公教育政策の変遷について次の第
2章でまとめ，続く第3章では現行の教育課程3）が教育現場にどのように受け
入れられ，またどのような問題を抱えているのかについてまとめたいと思う。
そして第4章では第2外国語教育政策が抱える諸問題に対してどのような改善
策が考えられるかについて述べ，第5章では今後の課題について述べることに
する。
2）韓国の小学校における英語公教育政策と現状については，金（2012）を参照されたい。
3）本稿では，原文の表現に従い「教育課程」という用語を用いるが，日本の「指導要領」
に相当するものとして理解されたい。
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2．韓国の第2外国語科4）公教育政策の変遷5）
大韓民国（韓国）の政府樹立後，中等教育が始まって以来，外国語教育は様々
な変化を伴いながら発展を遂げてきた。学校における外国語教育は，1946年
から1954年に至る教授要目期6）を出発点とし，現在適用されている2009改訂
教育課程に至るまで，英語科を中心とする1つの体系の下で教育の性格（目的），
教育目標，教授・学習方法，評価方法が規定されてきた（李・金，2011）。
韓国の第2外国語教育の現状をより詳しく理解するために，本章ではまず，
第7次教育課程期の以前と以後に分け，第2外国語の公教育政策が時代と共に
どのように変化してきたかを概観したい。
2－1．第1次教育課程期～第6次教育課程期
2－1－1．第1次教育課程期7）（1954．4～1963．1）
第1次教育課程は，韓国戦争8）中に公表されたもので，1952年に来韓した
米国の教育使節団の影響を受け，生活経験を重視する経験中心の教育課程が強
調された。第1次教育課程期の外国語科の編成は，英語・ドイツ語・フランス
語・中国語の中から1つまたは2つを選択し，基礎的文法構造，会話能力，当
4）現行の教育課程では，外国語は「英語」と「その他の外国語」に区分され，教育課程に
おいても「英語科」と「第2外国語科（ドイツ語・フランス語・中国語・スペイン語・日
本語・ロシア語・アラビア語・ベトナム語）」が別途設けられている。一般的に「英語」と
区分するために「第2外国語」という名称を用いることが多い。
5）教育課程の時期別・年度別の区分は権・金（2010）を基準とし，各時期別の主な内容及
び特徴については，権・金（2010）のほか，朴（2007），林（2009），鄭（2009），金ジヘ
（2010），李・金（2010），鄭（2011），崔（2011），鄭（2012）などを参考にした。
6）米軍政庁の指揮の下，臨時的に整備されたものではあるが，韓国人が学制編成に関わっ
ていたことで，韓国の現代教育の始発点として見なされている（cf.権・金，2010：61）。
7）厳密にいうと教授要目期に発表された教育課程も教育課程と言えるが，公表当時「教授
要目」として告示されたため別途で扱い，1954年に公表された初・中等学校及び師範学校
の教育課程を第1次教育課程としている。この慣行は現在に至るまで公式的に教育課程の
次数を定める基準となっている（権・金，2010：73）。
8）現在の北朝鮮と韓国間の民族戦争のことで，開始日に因んで韓国では一般に「6・25戦
争」と呼ばれている。
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該外国の文化理解を目標とした。高校での外国語授業時間は，週0時間から3
時間までとなっていたが，英語と第2外国語が区別されないまま，いずれかを
選択するようになっていた。そのために，大半の学校では中学校から学習した
英語を継続選択し，第2外国語教育は殆ど施行されなかった。
2－1－2．第2次教育課程期（1963．2～1973．1）
第2次教育課程期は，政治的に4・19革命（1960年），5・16軍事政変
（1961年）といった時代的な事件によって急激な政治・社会的変化があった時
期であった。自主的で積極的な新しい人間像の定立のために合理的な思考が強
調され，生産性と実用性が高く評価された時期でもある。このような政治・社
会的変化が新しい教育課程に反映され現れたのが第2次教育課程である（権・
金，2010：87）。
第1次教育課程に比べて教育内容がより細分化され，コミュニケーション能
力の向上のための「リスニング」と「スピーキング」のスキルが強調された。
また，3度にわたる部分的改訂が行われ，1968年にはスペイン語が，1973年
には日本語が高校の第2外国語科目として追加開設された。このような改訂
は，韓国の経済が発展を遂げるに伴い，広がっていく外交網と，輸出市場の拡
大，海外建設事業の増加など，社会的・国家的に必要な多様な外国語を駆使で
きる人材養成のための適切な処置であった。しかし，第1次教育課程期同様，
第2外国語は大学入試での必須科目ではなかったため，英語だけが強調され，
高校の多くが1年生と2年生の時にだけ第2外国語を教え，3年生では授業を
行わないことも多かった。言い換えると，第2次教育課程期には，ドイツ語，
フランス語，中国語，スペイン語，日本語の計5つの言語が第2外国語の教科
として教えられるようになったが，活性化されるまでには至らなかった。
2－1－3．第3次教育課程期（1973．2～1981．11）
第3次教育課程は，韓国の教育課程の制定上初めて教育課程審議会で試案を
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確定し，2年間の実験評価を経て確定されたものである。これは，1968年に
宣布された国民教育憲章の理念と，1960年代米国教育界を主導した学問中心
の教育課程理論に基づいて作られたものである。このような第3次教育課程
は，国民的資質の涵養及び人間教育の強化，知識・技術の削進などを基本方針
とし，そのような方針に従って自我実現と国家発展及び民主的価値の涵養を教
育目標としている（権・金，2010：100－101）。
第3次教育課程期に入り，それまで有名無実であった第2外国語教育を再検
討するようになった。1977年より英語を必修科目とし，第2外国語を英語と
分けて選択必修科目として履修するように改訂が行われた。第3次教育課程期
に入って初めて英語と第2外国語が分離されるようになったのである。この時
から第2外国語の5つの科目のうち必ず1つを履修するようにしたことで，教
育課程上の第2外国語科目を強化することとなった。しかし，激しさを増して
いた大学入試の競争によって，必修科目ではない第2外国語の正常な授業運営
は妨げられ，大学入試で高点を得やすい外国語だけが教えられ，文法と暗記中
心の学習形態に留まることとなった。
2－1－4．第4次教育課程期（1981．12～1987．2）
韓国では1980年に全斗煥9）政権による第5共和国が出帆した。当時の政治・
社会的な特殊状況と急激に変化する後期産業社会を展望し，それに符合する教
育的改革，特に適合性のある新しい教育課程の開発が求められるようになっ
た。第4次教育課程は，そのような時代的背景を受け，改訂が行われた（権・
金，2010：114）。
外国語教育課程における特徴は，すべての外国語科目が形式と内容におい
て，初めて同一の体制に統一されたことである。その他，教育課程の編成にお
9）当時軍人で1980年の「12・12軍事政変」の主導的役割を担った者。1981年1月に創立
された民主正義党の総裁となり，同年の2月に改訂された新しい憲法によって韓国の第11
代と第12代大統領になった（cf.韓国「Naver知識百科」）。
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いても，それまでに文系と理系，そしてその他の高校別に分かれていた課程
を，高等学校の教育課程として単一化した。さらにこの時期，第2外国語教育
の強化を目的に，1982年度の大学入試の選択科目として第2外国語を追加す
ることを試したが，結局は1986年度の入学生から適用されるようになった。
結果，従来に比べ第2外国語の教科としての重要性及び生徒の学習意欲が高ま
り，高校の教育現場で第2外国語教育が以前より活性化されることとなった。
2－1－5．第5次教育課程期（1987．3～1992．10）
第5次教育課程は，全面的な改訂というよりも部分的改訂であると言える。
改訂の戦略として，持続性（第4次教育課程の基本骨格を維持する），漸進的，
そして教育課程の目的達成を促すための効率性を提示したためである。第5次
教育課程は，それ以前の教育課程とは違って明確な改訂の理由がなかったにも
かかわらず，学校で使用中の教科書が5～7年を超えて使用できないという行
政上の理由から改訂と告示が行われることとなった。10）
外国語科教育課程においては，旧教育課程での抽象的な表現をより具体的な
ものに見直し，文法中心の教育からコミュニケーション能力を向上させること
を狙いとしている。しかし，外国語科の履修時間は第4次教育課程よりも若干
減らされたことのほか，教師の巡回勤務制11）の活用と第2外国語の複数選択を
推奨12）していることが特徴として挙げられる。
2－1－6．第6次教育課程期（1992．11～1997．12）13）
1988年のソウルオリンピック開催以降，急速に活発化する国際交流活動と
10）cf.権・金（2010：129－133）
11）巡回勤務制は，教師が2つ以上の学校を巡回しながら勤務することを意味する。
12）教育部は，第2外国語の活性化のために，各学校で第2外国語の科目を2つ以上選択・
学習するよう推奨していた。これは，学習者に選択の幅を広げさせ，第2外国語教育の活
性化を図る良い機会となった。しかし，外国語に対する偏向的な認識によって，ドイツ
語・フランス語・日本語の選択は増える一方，中国語とスペイン語の選択は減ったため，
第2外国語選択科目の平準化は行われなかった（cf.林，2009）。
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当時の政府によって強調されたグローバル化への指向，そしてより加速化する
情報化の波を時代の背景として新しい教育課程への改訂の必要性が高まった。
このような時代的変化を受け入れるべく，「地方分権型」「構造の多様性」「内
容の適正化」「運営の効率化」を中心とする教育課程へと改訂されることとなっ
た（権・金，2010：143）。中央集権的だった教育課程から地方分権型の教育課
程に転換される契機となった第6次教育課程によって，教育課程の編成及び運
営が市・道教育庁及び単位学校へ一部委任されたことで，「学校教育課程」の
編成と運営といった概念が実質的に意味をもつようになった（鄭，2010：11）。
外国語教育課程の特徴は，新たにロシア語が外国語科の教育課程に追加され
たことである。一方，第5次教育課程で第2外国語を「上・下」に分けて10
単位で教えていたのを，上巻一冊のみを教えることにしたことで，他教科に比
べて第2外国語教育が相対的に縮小される結果をもたらした。これに対する改
訂の必要性が提起され，第6次教育課程では外国語科目を外国語Ⅰと外国語Ⅱ
の教育課程に区分することになった。一般系の高等学校では12単位を，実業
系の高校では一定の単位数に関する記述を省き，「課程別必修科目より選択し
て編成する」といったものに一般化した。しかし，同じ選択科目群に英語関連
の5科目が共に配置された上，選択科目の選定は市・道教育庁に一任されるこ
とになった。そのために，第2外国語を教育課程に編成しない学校が増え，結
果的に第2外国語の教科全体が縮小されることとなった。
2－2．第7次教育課程期から現行の2009改訂教育課程に至るまで
第6次教育課程期は，韓国の外国語教育史において新しい歴史が始まった時
期であった。それは，第6次教育課程期の途中から英語が初等学校14）の正式必
修教科として導入されたからである。15）韓国政府は1982年より初等学校16）の特
13）第6次教育課程の施行時点と完全実施時点は，幼稚園・初等学校・中学校では1995～
1997年で，高等学校は1996～1998年となっている（権・金，2010：143－144）。
14）日本の小学校に当たる。
52 言語文化研究 第33巻 第2号
別活動の一環として英語教育を実施するようにしていた。当時初等英語教育に
対する賛否世論が学会やマスコミで少々見受けられていたが，政府政策として
決まることとなった。しかし，当時の初等英語教育は強制的な規定ではなかっ
たため，社会的に大きな話題にはならなかった。そして，金泳三政府17）に変わっ
てからは「グローバル化」という名の下で，すべての分野におけるグローバル
化と国際化が推進される中，再び早期英語教育が議論されるようになった。そ
の結果，教育界からではなく，政府主導の政治的決断によって英語を初等学校
での正式必修教科として指定することに至った（権・金，2010：144）。
グローバル化という時代の変化に合わせて導入された初等英語教育は，第6
次教育課程のなかで比較的成功裏に定着したが，教育課程全体の編成の面から
は，初等学校，中学校，高等学校の教育課程の連携性を高める必要が出てきた。
そして「週5日制授業」の新たな施行に備えて，授業時数の減少に合わせた教
育内容の縮小が求められた。このような時代的なニーズを背景に，第6次教育
課程の改訂が行われるようになった（権・金，2010：165）。
2－2－1．第7次教育課程期（1997．12～2006．11）
第7次教育課程において，12年間の初・中等教育は，教育課程上の2つの
体制（「国民共通基本教育課程」と「高等学校選択中心教育課程」）で構成され
る。「国民共通基本教育課程18）」は，初等学校1年生から高等学校1年生（計
10学年）までの10年間の教育期間に該当する教育課程を指す。一方の「高等
学校選択教育課程19）」は，高等学校2～3年生に当たる期間に適用される教育
15）韓国の初等学校（小学校）における英語公教育政策の推移については，金（2012）を参
照されたい。
16）当時は「国民学校」が正式名称であった。
17）金泳三（キム・ヨンサム）氏が韓国第14代の大統領になった時代（1993年2月～1998
年2月）を指す。
18）主な趣旨は，国民の基本的教育期間を10年間とし，国民の全般的な教養能力を第6次
教育課程よりも高いレベルに向上させることである。付言すると「国民共通基本教育課程」
の10年間は，学校の種類に関係なく，基本的に同一の教育内容を学ばせることで，学校
間の生徒の「横の移動」をより自由にしたいという狙いがある。
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課程を意味する。
「能力別教育課程」「裁量活動」に重点をおいた第7次教育課程では，外国語
科においても，「コミュニケーション活動中心」「文化理解教育の重視」「学習
者中心の教授・学習活動」「教育内容の柔軟な活用」等を強調している。そし
て大きな変更点として，従来高校から実施していた第2外国語を，中学校より
学校裁量によって履修できる選択科目20）の1つに編成したことが挙げられ
る。また，第7次教育課程からは，新たにアラビア語が外国語科に追加される
ようになった。
一方，第2外国語科における履修単位数は，第5次教育課程では高等学校で
10単位の必修科目であったが，第6次教育課程では各市道教育庁の指針に
よって6～12単位の必修科目に修正された。そしてさらに第7次教育課程に
なってからは，11，12学年（高等学校2，3年生）の選択科目として編成さ
れ，教育現場では6単位前後の教育を実施するようになった。
次表1は，第7次教育課程期における外国語科編成内容21）をまとめたもの
である。
19）「高等学校選択中心教育課程」は，学習内容が生徒の適性と興味，そして能力と必要に
符合するときに最大の学習効果が得られるという教育的価値を具現する目的で導入され
た。さらに「高等学校選択中心教育課程」は，第6次教育課程で教育課程の編制構成の一
部分を市・道教育庁に委任していたことを，学校と学生にまで拡大した。それによって，
教育課程の決定権の分化と地方化という第6次教育課程の基本方針の更なる充実を図ろう
としたと言える。
20）選択科目には「漢文」「コンピュータ」「環境」「生活外国語」「その他」がある。中学校
の第2外国語教科は，週に2時間ずつ1年間学習できる4単位（68時間）の選択科目で，
全体教育課程の0～2％（3年間履修すべき204単位中の4単位）の割合を占める。
21）高等学校の教育課程においては，第2外国語の教科は一般選択科目（○○語Ⅰ）と深化
選択科目（○○語Ⅱ）で編成される。単位の割当（ソウル教育庁の場合）は，一般選択科
目が2年生に6単位（102時間），深化選択科目が3年生に6単位として編成されている。
従って，○○語Ⅰを習う場合，高校3年間で履修すべき全体単位（216単位）中の2．8％
（6単位）を占めることになる。○○語Ⅱを選択した場合は，合計12単位（204時間）で
5．6％の割合を占めることになる。
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2－2－2．2007改訂教育課程から2009改訂教育課程への移行23）
第7次教育課程以降の2007改訂教育課程より，韓国の教育課程は随時改訂
体制に変更された。これは，改訂の必要が生じた場合，必要な部分だけを随時
改訂できるようにする体制である。それまで5～7年の周期で行われていた全
面改訂の体制は，時代の流れと社会の変化を効果的に教育に反映できないとい
う判断から，その限界を克服するための方策であったと言える。24）
2007改訂教育課程では，第2外国語の必要性を言語使用という実用的な価
値のほか，より本質的で根本的な文化の共有と多様な思考能力の効果を強調し
ている。また，第7次教育課程ではコミュニケーション能力の向上に重点が置
かれていたとすると，2007改訂教育課程ではコミュニケーション能力のほ
か，外国文化に対する関心と理解といった目標が新たに加わった点が特徴と言
える。
第7次教育課程期より裁量活動として教えられるようになった中学校の生活
22）科目名の隣の（ ）内の数字は必修履修単位を表す。
23）2007改訂教育課程は，当初2009年に，初等学校の1，2年生，中学校と高等学校では
英語科と数学科に先に適用し，その後他教科へと順次施行していく予定であった。しかし，
施行される前に2009改訂教育課程（総論）が導入されることとなった。そして2009改訂
教育課程による新しい教科教育課程（各論）は，2011年8月に改訂・告示された（「教育科
学技術部告示第2011－361号」）。そして，その後も一部内容の修正・改訂が行われている。
24）cf.李（2012）
教科 国民共通基本教科
選択科目
一般選択 深化選択
外国語
英語（8） 英語Ⅰ（8），英語Ⅱ（8），英会話（8），英語読解（8），英作文（8）
ドイツ語Ⅰ（6）
フランス語Ⅰ（6）
スペイン語Ⅰ（6）
中国語Ⅰ（6）
日本語Ⅰ（6）
ロシア語Ⅰ（6）
アラビア語Ⅰ（6）
ドイツ語Ⅱ（6）
フランス語Ⅱ（6）
スペイン語Ⅱ（6）
中国語Ⅱ（6）
日本語Ⅱ（6）
ロシア語Ⅱ（6）
アラビア語Ⅱ（6）
表1 第7次教育課程期の外国語科編成22）
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外国語は，2009改訂教育課程からは，選択科目として区分されるようになっ
た。また，高等学校での第2外国語は，2科目以上を同時開設するように修正
された。2007改訂教育課程から2009改訂教育課程への変更点は，次の「表2」
のようにまとめることができる。
25）崔（2011：535）を引用作成。（ ）内の数字は履修単位数で表中の太字は著者によるも
のである。
区分 2007改訂教育課程 2009改訂教育課程
初・中・高
共通事項
（用語と
教科名の
変更）
・用語
「国民共通基本教育課程」
「選択中心教育課程」
・教科名
「外国語（英語）」
・「特別活動」と「裁量活動」を
・用語
→「共通教育課程」に変更
→「選択教育課程」に変更
・教科名
→「英語」に変更
→「創造的体験活動」へ統合
初・中・高
共通事項
（新設）
・学年群・教科群の概念を導入
・教育課程編成の自律権を拡大
－教科別基準時数を20％程度で増減運営が可能
になる等
・教科教室制の運営活性化を促進
・学習遅れや多文化家庭の生徒のための特別支援
・学校教育課程の編成と運営を支援するための国
家及び市・道教育庁の支援事項を新設
中学校
・選択科目
－漢文，情報，環境，生活外国語，
保健など
・選択科目
－漢文，情報，環境，生活外国語，保健，進路
と職業など
・学期ごとの履修科目数を8個以下に編成する。
高等学校
高校1年生の教科は履修必修
・総履修単位：210単位
選択科目（132），特別活動（8），
国民共通基本教科（60），特別活
動（94），裁量活動（4），創造的
裁量活動（2）
・学期別履修科目数は11～13教科で
編成
・外国語特化学校：専門教科の履修
単位数の50％は専攻外国語（第1
外国語）とし，専攻外国語を含む
3つの外国語を履修する。
・高校の全教科を選択制に変更
・総履修単位：204単位
（必修：116，学校自律：64，創造的体験活動：
24）
・学期ごとの履修科目数を8個以下に編成する。
・他学校での単位履修を認定
・先行履修制度を用いて大学での教育教科科目を
開設可能にし，国際的に公認された教育課程の
科目を選択科目として認定できる。
・科学・英語・芸術などの領域別の重点学校を運
営できる。その際，学校自律課程の50％以上を
関連教科で編成する。
・外国語特化学校：専門教科の履修単位数の60％
を専攻外国語（第1外国語）とし，専攻外国語
を含む2つの外国語を履修する。
表2 2007改訂教育課程と2009改訂教育課程の相違点25）
＊資料出所：韓国教育科学技術部公式 HP（www.mest.go.kr）
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2009改訂教育課程の主な趣旨は「未来形教育課程」「創造的人材養成」「学
校の自律」である。これらに基づいた改訂内容の主な特徴をまとめると，初め
に，学校群，教科群の概念を導入した集中履修制が挙げられる。26）これは，各
学年別に学習到達度の管理及び教科を編成するもので，初等学校の教育課程で
は7つの教科群，中学校は8つの教科群，そして高等学校では4つの教科領域
と8つの教科群で編成されている。
次に，創造的体験活動の新設も2009改訂教育課程の大きな特徴と言える。
創造的体験活動は，以前の特別活動と創造的裁量活動が統合されたもので，
「自律活動」「クラブ活動（部活）」「ボランティア活動」「進路活動」を中心に，
配慮と分け合いの創造的人材を育成するといった教育課程の改訂背景の趣旨を
反映したものである。
さらに3つ目に，2009改訂教育課程の編成と運営における最大の特徴と言
えば，教科の履修時期と授業時数を学校が自由に決定できるようにした学校自
律化の拡大である。これによって，学校の特性を考慮するほか，生徒と教師そ
して保護者の要求及び必要に応じて学校が自律的に教科（群）別の授業時数を
20％範囲内で増減できるようになった。27）
その他，教育の効率を高めるために，生徒の学期ごとの履修教科数を8個以
内で編成するようにし，高校での核心基礎教科である国語・数学・英語はより
強化されることになった。
2009改訂教育課程（総論）によって教科教育内容の改訂も進められるよう
になり，28）2011年8月に2011改訂教育課程（各論）が告示された。そして2011
改訂教育課程では，中学校の生活外国語及び高等学校の第2外国語科目に新た
26）2009改訂教育課程より「国民共通基本教育課程」は1年短縮され，初等学校1年生～中
学校3年生までが「共通基本教育課程」の適用範囲となる。高等学校では「共通必修科目」
を指定せず，教科群別に必修単位数のみを指定することになった。
27）2009改訂教育課程では，生徒の教科学習負担を軽減する方向で，それまで210単位あっ
た総履修単位数を204単位に縮小した。204単位の内訳は，教科が180単位と創造的体験
活動が24単位である。さらに，教科の180単位のうち，必修は116単位で，残りの64単
位は学校が自由に教科を選択して組むことができる。
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にベトナム語が追加され，さらにその後も一部内容の改訂が行われ，現在29）
に至っている。
3．現行の2009改訂教育課程の問題点
－第2外国語教育政策の不在を問う
2009改訂教育課程は，2013年3月より初等学校1，2年生と中学校1年生，
高等学校1年生の英語科で施行され，2016年の高等学校3年生にまで順次適
用される予定となっている。30）本章ではまず，2009改訂教育課程（総論）の構
成方針と学校級別の教育課程の編成と運営の詳細を記したい（「3－1」）。そして
続く「3－2」では，現行の教育課程の中で第2外国語教育政策がどのような位
置づけになっており，どのような現実問題を抱えているのかについて，先行研
究を中心に概観したい。なお，第2外国語科教育課程（各論）については，本
稿末尾の「付録2」を参照されたい。
3－1．2009改訂教育課程（総論）の構成方針及び編成と運営
3－1－1．教育課程の構成方針31）
ア．配慮と分け合いを実践する創造的人材を育てられる教育課程を構成する。
イ．本教育課程は初等学校1年生から中学校3年生までの共通教育課程と，高
等学校1年生から3年生までの選択教育課程で編成する。
ウ．教育課程の編成・運営の硬直性から脱皮し，学年間の相互連携と協力を通
じて学校教育課程の編成・運営に柔軟性を与えるために学年群を設定する。
28）2009改訂教育課程は「総論」で，2011改訂教育課程は「各論（教科教育課程）」である。
以前は，総論と各論が一緒に告示されたが，李明博（イ・ミョンバク）政府になってから
分離されるようになった（cf.金，2012）。
29）本稿の執筆段階では「教育科学技術部告示第2012－31号（2012．12．13日付）」が最新の
データとなっている。
30）2009改訂教育課程の適用日程については，本稿末尾の「付録1」を参照されたい。
31）「教育科学技術部告示第2012－31号【別冊1】」。本文中の太字は著者によるもの。
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エ．共通教育課程の教科は教育目的上の近接性，学問の探究対象または方法上
の隣接性，生活様式での関連性などを考慮して教科群に再分類する。
オ．選択教育課程では生徒の基礎領域の学習強化と進路及び適性などを勘案し
た適性学習が可能になるように4つの教科領域に区分して必修履修単位を提
示する。特性化高等学校と産業需要型高等学校は，普通教科の4つの教科領
域と専門教科に区分して必修履修単位を提示する。
カ．1学期当りの履修科目数の縮小によって学習負担の適切さと意義ある学習
活動が展開されるように集中履修を拡大する。
キ．既存の裁量活動と特別活動を統合して配慮と分け合いの実践のための「創
造的体験活動」を新設する。
ク．学校の教育課程評価，教科評価の改善，国家レベルの学習到達度の評価の
実施などを通じて教育課程の質管理体制を強化する。
ケ．すべての教育活動を通じて人格教育が実践できるように教育課程を構成す
る。
3－1－2．中学校の教育課程の編成と運営32）
ア．教育目標
中学校の教育は初等学校の教育の成果を基に，生徒の学習と日常生活に必要
な基本能力と正しい人格，民主市民の資質涵養に重点を置く。
⑴ 心身の健康で調和のとれた発達を基に正しい人格を育て，多様な分野の
経験と知識を身に付け，積極的に進路を探索する。
⑵ 学習と生活に必要な基礎能力と問題解決力を基に創造的思考力を育む。
⑶ 自分を取り囲む世界に対する経験を基に，多様な文化と価値について理
解を深める。
⑷ 他人と共感しコミュニケーションをする能力，配慮する心遣い，民主市
32）「3－1－1」は「教育科学技術部告示第2012－31号【別冊1】」の「初等学校の教育目標」の
部分を割愛し，中学校と高等学校に関する内容の一部だけを抜粋・和訳したものである。
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区 分 1～3年生
教科（群）
国 語 442
社会（歴史を含む）／道徳 510
数 学 374
科学／技術・家庭 646
体 育 272
芸術（音楽・美術） 272
英 語 340
選 択 204
創 造 的 体 験 活 動 306
総 授 業 時 間 数 3，366
①この表において1時間の授業は45分を原則とし，気候並びに季節，生徒の発達程度，学
習内容の性格等と学校の実情を考慮して柔軟に編成・運営することができる。
②学年群並びに教科（群）別の時間割当は年間34週を基準にした3年間の基準授業時数を
表すものである。
③総授業時間数は3年間の最小授業時数を表すものである。
民としての資質と態度を養う。
イ．編成と時間の割当基準
⑴ 編成
1）中学校の教育課程は，教科（群）と創造的体験活動で編成する。
①教科（群）は国語，社会（歴史を含む）／道徳，数学，科学／技術・
家庭，体育，芸術（音楽／美術），英語，選択とする。選択は，漢文，
情報，環境と緑成長，生活外国語（ドイツ語，フランス語，スペイン
語，中国語，ロシア語，アラビア語，ベトナム語），保健，進路と職
業などである。
②創造的体験活動は，自律活動，クラブ活動，ボランティア活動，進路
活動とする。
⑵ 時間の割当基準
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ウ．中学校教育課程の編成・運営の重点
⑴ 学校は生徒の履修すべき3年間の教科内容を学年別，学期別に編成して
案内する。
⑵ 教科（群）の履修時期と授業時数は学校が自律的に決定できる。
⑶ 学校の特性，生徒・教師・保護者の要求及び必要に応じて，学校が自律
的に教科（群）別授業時数を20％範囲内で増減して運営できる。但し，
体育，芸術（音楽／美術）の教科は，基準授業時数を減縮して編成できな
い。
⑷ 教育効果を高めるために生徒の学期ごとの履修教科数を「8個以内」で
編成する。但し，体育，芸術（音楽／美術）の教科は「8個以内」から除
外して編成できる。
⑸ 芸術（音楽／美術）は音楽と美術教科を中心に編成・運営する。
⑹ 選択科目を開設する際は，学校は2つ以上の科目を開設することで生徒
の選択権が保証されるようにする。
⑺ 学校は必要に応じて新しい選択科目を開設できる。新しい科目を開設し
て運営する際は，市・道教育庁の編成・運営の指針に従って事前に必要な
手順を踏まなければならない。
⑻ 学校は生徒の職業及び進路に対する探索と選択を助けるために進路教育
を強化した教育課程を編成・運営する。
⑼ 転入生が特定の教科を履修できなかった場合，教育庁と学校は「補習学
習課程」などを通じて学習欠如が生じないようにする。
⑽ 学校は生徒の健康な心身の発達のために「学校スポーツクラブ活動」を
編成・運営する。
1）「学校スポーツクラブ活動」は「創造的体験活動」の「クラブ活動」と
して編成する。
2）「学校スポーツクラブ活動」は学年別に年間34～68時間（総136時間）
を運営し，学期ごとに編成する。
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3）「学校スポーツクラブ活動」の時間は，教科（群）別時数の20％範囲
内で減縮するか，創造的体験活動の時数を純増して確保する。但し，条
件の厳しい学校の場合，68時間の範囲内で既存の創造的体験活動時間
を活用して確保することができる。
4）「学校スポーツクラブ活動」の種目と内容は，生徒の希望を反映して
学校が定めるが，多様な種目を開設することで生徒の選択権が保証され
るようにする。
3－1－3．高等学校の編成と運営33）
ア．教育目標
高等学校の教育は，中学校の教育の成果を基に生徒の適性と素質に相応しい
進路開拓能力と世界市民としての資質を涵養することに重点を置く。
⑴ 成熟した自我意識を土台に多様な分野の知識と技能を身に付け，進路を
開拓し，生涯学習の基本力量と態度を兼ね備える。
⑵ 学習と生活で新しい理解と価値を創出できる批判的・創造的思考力と態
度を身に付ける。
⑶ 自国文化を享有し，多様な文化と価値を受容できる資質と態度を備える。
⑷ 国家共同体の発展のために努力し，共存・協同する世界市民としての資
質と態度を養う。
イ．編成と時間の割当基準34）
⑴ 編成
1）高等学校の教育課程は教科（群）と創造的体験活動で編成する。
2）教科は普通教科と専門教科とする。
33）「3－1－2」及び「3－1－3」は，「教育科学技術部告示第2012－31号【別冊1】」10～22ペー
ジの内容（7～9ページに当たる「初等学校の教育目標」部分）を割愛し，残りの一部を
抜粋して和訳したもの。
34）一般高等学校の内容のみ掲載。特性化高等学校及び普通教科・専門教科の部分は割愛。
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教科領域 教科（群）
必須履修単位 学校自律
課 程教科（群） 教科領域
教科（群）
基礎
国語 15（10）
45（30）
学生の適性
と進路を考
慮して編成
数学 15（10）
英語 15（10）
探究
社会
（歴史／道徳を含む） 15（10） 35（20）
科学 15（10）
体育・芸術
体育 10（5）
20（10）
芸術（音楽・美術） 10（5）
生活・教養 技術・家庭／第2外国語／漢文／教養 16（12） 16（12）
小計 116（72） 64
創 造 的 体 験 活 動 24（408時間）
総 履 修 単 位 204
①普通教科は基本科目，一般科目，深化科目に区分する。普通教科領域
は，基礎，探究，体育・芸術，生活・教養で構成し，教科群は国語，
数学，英語，社会（歴史／道徳を含む），科学，体育，芸術（音楽／
美術），技術・家庭／第2外国語／漢文／教養とする。
②専門教科は，農生命産業，工業，商業情報，水産・海運，家事・実業
などに関する教科とする。
3）創造的体験活動は自律活動，クラブ活動，ボランティア活動，進路活
動とする。
⑵ 単位の割当基準
①一般高等学校（自律高等学校を含む）と特殊目的高等学校（産業需要型
高等学校を除く）
韓国の第2外国語科公教育政策の変遷と現状 63
①1単位は50分を基準とし，17回を履修する授業量である。
②1時間の授業は50分を原則とするが，気候並びに季節，生徒の発達程度，学習内容の性
格等と学校実情を考慮し，柔軟に編成・運営することができる。
③必須履修単位の教科（群）並びに教科領域単位数は当該教科（群）並びに教科領域の「最
小履修単位」を指す。
④必須履修単位の（ ）の数字は特殊目的高校並びに体育・芸術等，教育課程の編成・運営
の自律権を認められた学校が履修することを奨励する。
⑤創造的体験活動の単位は最小履修単位であり（ ）の数字は履修単位を履修時間数で換算
したものである。
⑥総履修単位数は高等学校3年間で履修しなければならない「最小履修単位」を指す。
ウ．高等学校教育課程の編成・運営の重点35）
⑴ 共通指針
1）高等学校の教育課程の総履修単位は204単位で，教科（群）の180単
位，創造的体験活動の24単位（408時間）に分けて編成する。
2）教科の履修時期と単位は学校で自律的に編成・運営できる。
3）教育効果を高めるために生徒の学期ごとの履修科目数を8個以内で編
成する。但し，体育，芸術（音楽／美術）科目は8個以内から除外して
編成できる。
4）選択科目の中に位階制のある科目がある場合，系列的な学習になるよ
うに編成する。但し，学校の実情と生徒の要求，教科の性格に応じて柔
軟に運営する。
5）選択科目は，学校の実情と生徒の要求を反映して編成するが，学校は
必要に応じて本教育課程に提示されている科目以外に新しい科目を開設
できる。新しい科目を開設して運営する際は，市・道教育庁の教育課程
の編成・運営の指針に基づいて事前に必要な手順を踏まなければならな
い。
6）一定の規模以上の生徒が本教育課程の編成にある特定選択科目の開設
を要請した場合，学校は当該科目を開設することとする。
35）ここでは共通指針の内容のみ掲載し，以降の内容は割愛する。
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7）学校で開設されない選択科目の履修を希望する生徒がいる場合，当該
科目を開設している他学校での履修を認めることとする。
8）学校及び生徒の必要に応じて地域社会の学習現場で行われる学習を履
修科目として認定できる。その際，市・道教育庁が定める指針に従う。
9）学校は必要に応じて大学での科目を先行履修科目として開設できる。
また，国際的に公認された教育課程と科目を選択科目として認定でき
る。但し，これに関連する具体的事項は，市・道教育庁の指針に従う。
10）学校は必要に応じて教科の総履修単位を増倍して運営できる。但し，
特性化高等学校と産業需要型高等学校は専門教科で，初・中等教育法施
行令第90条第1項の第5号ないし第7号に該当する特殊目的高等学校
は普通教科の深化科目に限って増倍運営できる。
11）学校は生徒が3年間に履修すべき学年別，学期別の科目を編成して案
内する。
3－2．2009改訂教育課程から見えてくる第2外国語教育政策
現在施行・適用されている2009改訂教育課程に対し，第2外国語教育関係
者が指摘している諸問題点を，以下のように大きく3つに分けることができ
る。
⑴ 学校の自律権拡大の弊害
⑵ 学期ごとの履修科目数の縮小問題
⑶ 集中履修制の問題
まず本節ではそれぞれの問題点について詳述することにしたい。そして，そ
れらの問題点が第2外国語教育現場にどのような影響を及ぼしているのかにつ
いて，次節でまとめることにする。
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3－2－1．2009改訂教育課程が抱える諸問題
⑴ 学校の自律権拡大の弊害
学校の自律権の拡大は，2009改訂教育課程の最大の特徴である。学校長は
教育政策方案を基に，学校の実情に合わせて，20％の範囲内で教科別授業時数
を自律的に編成・運営できる。このような自律権の拡大は，学校教育を多様で
柔軟に運営でき，基礎教科（国語・数学・英語）以外の教科活動を地域の特性
に合わせて自由に特化できる。この意味で自律権の拡大は望ましい現象のよう
に見受けられる。しかし，大学入試と非常に密接な関係を持つ韓国の中等教育
の現実を勘案すると，この自律権こそが大学受験偏重の教育を一層強化しかね
ない問題の種になり得る。現行の大学入試制度36）においても外国語（英語），
数理（数学），言語（国語）の領域を中心に合格者を選抜していることから，
一層国語・数学・英語の教育競争が激しくなっていくことが懸念される。
現在2009改訂教育課程が試行されている学校は勿論のこと，その他殆どの
初・中・高でいち早く国語・英語・数学中心の教育課程に変更する方向性を定
めていることが指摘されている（cf.崔，2011；張，2010）。これは，2009改訂
教育課程が「創造性と人格を強化する教育課程」であるという基本趣旨に相反
するもので，結果的に大学入試体制を強化する教育課程に過ぎないことを窺わ
せるところでもある（張，2010）。
白・韓・閔（2011）が高校の教員を対象に行ったアンケート調査及び教育課
程編成案の分析結果によると，教育課程の自律化の一環である科目別教育課程
の増減運営では，いわゆる主要教科である数学・国語・英語・科学の教科時数
を増やして運営していることが明らかになった。反対に，主に体育と芸術関連
科目の履修単位は縮小され運営されている。また，科目別増減履修の時に一番
考慮している点について尋ねた設問では，60．9％の教員が「進学に必要な教科」
と答えている。この数値からも分かるように，主要教科に編中した授業運営の
36）最も一般的なのは，大学修学能力試験（通称，修能試験）である。
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実態は，2009改訂教育課程がもたらした当然の結果のようにも窺える。
繰り返すまでのこともなく，2009改訂教育課程による自律化方案は，第2
外国語教科領域に多大な影響を与えている。端的な例として，生徒の教科選択
の性向に変化が見られている。2009改訂以前の教育課程では，第2外国語の
科目だけで構成された外国語群の一般選択科目の中から1つ以上を必ず履修す
ることになっていた。しかし，現教育課程の自律化方案によって，一般選択科
目と「英語Ⅰ」「英語Ⅱ」「実用英会話」「英語読解と作文」などの深化選択科
目が統合されるようになり，その中から1科目だけを選択履修すれば良いこと
に変わっている。
自律化方案の影響を受け，相当数の学校が第2外国語の教科を廃止し，国
語・英語・数学など大学受験中心の主要科目や英語関連の深化選択科目の編成
を増やしている。それに伴って第2外国語を選択する生徒数も激減することに
現状なっていると言える（鄭，2012）。
⑵ 学期ごとの履修科目数の縮小問題
2009改訂教育課程では，生徒の学習負担を軽減するほか，学習効率性の向
上，学校外で行われる教科補充のための諸教育費（私的教育費）の負担を減ら
すためなどの目的で，1学期ごとに平均で11～13科目を習っていたところ，
8科目（教科6－7科目，創造的体験活動）以内に縮小して編成することにし
ている。しかし，科目数が減っても各教科の学習量を調整しない限り，学期ご
との科目数及び授業時数の再配置は，特定の時期の生徒の負担だけを増やす恐
れがある。つまり，例え社会科と科学が統合され1教科になったとしても，全
体的な学習量が減らないとすれば，生徒の学習負担は以前と何ら変わらないこ
とになるのである（cf.崔，2011；張，2010）。
学校の現場では，生活・教養領域に入る第2外国語は，教科編成の自律化に
よって開設しなくても良い教科となっている。単位数が縮小され，生活・教養
領域内の科目であればどれを選んでも16単位（専門系は15単位）を履修すれ
ば卒業できるようになる。これに対する批判の声が高まったことで，個別科目
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を2科目選択するという第2案が示されるようにもなった。しかし，これもま
た特定教科を選択した生徒数が少ない場合，学級が構成されないといった現実
を考えると，結果的に生徒の教科学習権が侵害されることになりかねない
（張，2010）。
⑶ 集中履修制の問題
科目集中履修制は，生徒の学習負担の軽減及び学習効果の向上という教育課
程の改訂趣旨によるもので，国語・英語・数学以外のすべての教科は集中履修
制の対象になる。しかし，転校生に対する教育課程の重複履修及び未修の問題
や，教科間・教師間の時数の格差問題なども現に生じていることが，白・韓・
閔（2011）の調査で明らかになっている。
入試に直接かかわらない教科は，高校1，2年の特定の学期にすべての履修
を終えることができるため，例えば既存の12単位の教科を2年に渡って編成
していたところを，単位数を8単位にまで縮小して1学期内で集中的に履修さ
せることが可能になる。このように教科内容の変化なしで集中履修制を導入す
るとなると，結果的に生徒側の学習負担はより荷重することになりかねない。
選択科目の学習が現在の入試政策によって有名無実な状態になっているな
か，集中履修制まで実施されるようになると，教科間に優先順位が付けられ，
現場教師の教科間の差別が深化される事態も懸念されるところである（cf.崔，
2011）。
3－2－2．学校現場における第2外国語教育の有名無実化
本稿の第2章でも概観したように，韓国の学校教育における第2外国語は，
当初ドイツ語，フランス語，中国語の3言語から，第2次教育課程ではスペイ
ン語と日本語，第6次教育課程ではロシア語，第7次教育課程ではアラビア
語，そして2011改訂教育課程におけるベトナム語の追加に至るまで，教育課
程の変遷と共に外縁は確かに拡張していることが分かる。そして，第7次教育
課程より中学校の裁量活動時間を通して「生活外国語」が教えられるようになっ
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たことで，第2外国語教育課程における大きな変化または発展があったとも見
受けられる。しかし，現状は，教育課程で掲げられている第2外国語教育の到
達目標と学校現場での教育実態に大きな乖離が生じていると言わざるを得な
い。このような問題が生じた背景として，①教育目標を達成するにはあまりに
も少ない授業時数と非効率的な授業編成，②英語中心の外国語教育政策と第2
外国語科目間の履修不均等，さらに③現行の大学入試制度における第2外国語
教科の疎外問題が指摘されている。
⑴ 教育目標に叶わない授業時数の割当と教育連携の不在
韓国の第2外国語科教育課程（共通教育課程）の「4．生活外国語教育の目標」
における「生活外国語」教科の一般目標37）として，言語使用能力に関連して，
当該外国語を初めて学ぶ学習者が基礎レベルのコミュニケーションを図るため
に必要な必須言語材料の学習を通じて当該外国語使用者とのコミュニケーショ
ンの基礎を作り，上級学校に進学して当該外国語を持続的に学習できる言語的
素養を育てること，としている。さらに，選択教育課程の高等学校の教育目標
については，中学校の教育の成果を基に，生徒の適性と素質に相応しい進路開
拓能力と世界市民としての資質を涵養することに重点を置く，としている。し
かし，現行の第2外国語の編成と割り当てられた単位数では，上記のような目
標の達成は大変厳しいものであると言わざるを得ない。
まず中学校における「生活外国語」は，中学3年間のうち1年生の時から長
くて2年間履修できるようになっている。そして高校での「第2外国語」は，
高校2年生の時に一般選択科目（○○語Ⅰ）を，3年生の時には深化選択科目
（○○語Ⅱ）をそれぞれ6単位ずつ履修することができる。しかし，中学2年
または3年生の時に，1年から長くは2年間生活外国語を学習したとしても，
高校では2年生の時から再び第2外国語の学習が始まるといった体制になって
いるために，1年または2年の空白が生じることになる。さらに，高校で履修
37）詳細については，本稿末尾の「付録2」を参照されたい。
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可能な「第2外国語」は，「一般選択科目（6単位）」と「深化選択科目（6単
位）」に分けられているが，実際は一般選択科目の6単位だけが教えられてい
る現状が窺える。その理由として明らかなのは，前項でも述べたように，英語
関連の教科（「英語Ⅰ」「英語Ⅱ」「英会話」「英語読解」「英作文」）が「深化選
択科目」の同一教科群として分類されているからである。したがって，大学受
験を抱えた高校3年生の実情を勘案して，大半の学校では英語を選択するよう
にならざるを得ない。
以上のように，中学校と高校での第2外国語教育の持続性と連携性が保たれ
ないまま，実質6単位だけの授業編成では教育課程で掲げている教育目標は名
目だけに過ぎないといった印象さえ受けてしまう。当該外国語の基礎レベルの
コミュニケーションをなすどころか，初級レベルの履修課程も完成されないま
ま教育が終わってしまうことが容易に想像できる。
⑵ 英語だけが重視される外国語教育政策の問題
1986年のアジア大会と1988年のソウルオリンピック開催を契機に，「国際
化」は韓国社会のキーワードとなり，あらゆる産業分野において最も強調され
るものとなった。このような時代の情勢を背景に，当時の韓国政府の政治的決
断から，1995年，初等学校の3年生から英語を教科として教えることを定め
た初等英語教育課程が制定・告示されるようになった。以降，「国際語として
の英語」の位相は日々その重要性を増していき，過熱した英語への教育熱は
様々な社会現象を引き起こすまでに至った。その深刻さは，大統領の選挙で英
語教育改革案が選挙公約の優先政策事項として掲げられるほどの社会問題とし
て認識されるようになった。38）英語中心の公教育政策の施行及び頻繁に変更さ
れる大学入試制度政策もまた，第2外国語教育が疎外視される原因の1つであ
ると考えられる。
近年韓国で注目が集まる中国語学習への関心の高まりでさえも英語の地位を
38）韓国の英語公教育政策の詳細については，金（2012）を参照されたい。
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脅かすものまでにはならないようである。一例として，鄭（2011）がソウルと
京畿道の高校で第2外国語として中国語を学んでいる生徒150人を対象に行っ
たアンケート調査によると，生徒らは中国語に対して英語ほどの学習の必要性
を感じていないことが明らかになった。また，英語は将来の就職や人生の夢を
叶えられるツールであると考えられている反面，中国語は必ずしもそうではな
いと認識されていることが示されている。
1990年代の韓国政府は国際社会の変化に積極的に対処できるコミュニケー
ションスキルを備えた外国語の専門人材を養成する目的で外国語教育に特化し
た特殊目的学校としての外国語高等学校を設立することになった。しかし，現
在これらの外国語高等学校で英語，日本語，中国語は基本言語として開設され
教えられているが，その他の言語に関しては，例えばスペイン語の場合，全国
に10校ほどしか開設されていないこと（林，2009：14）から，偏った外国語
教育政策の弊害の1つとして指摘されている。
さらに，教育科学技術部（以下，教科部）39）が作成した2006～2010年間に
一般系の高等学校40）で第2外国語を学んだ生徒の言語別履修状況を見ると，
この5年間日本語を選択した生徒は62．5％と最も多かった。その他の第2外
国語の履修者数は，中国語（26．7％），ドイツ語（4．9％），フランス語（4．8％），
スペイン語（0．9％），ロシア語（0．2％）の順になっている。特に2009年以降，
日本語と中国語を選択した生徒の割合は全体の90％を超えている。その反面，
アラビア語は2006年からの5年間，授業を開設した学校は1か所もなかっ
た。したがってアラビア語を選択して履修した生徒も皆無である。以上のよう
に，一般系の高等学校でも第2外国語の科目間の偏重は明らかであり，第2外
国語科教育課程に述べられているような「多重言語・多重文化教育41）を標榜
39）現政権（朴槿恵政府）に入ってから組織改編によって「教育部」に変わっている。
40）2013年5月1日の基準で全体の高等学校（2，318校）のうち，自律形公立・私立高校（165
校），特殊目的高校（135校），特性化高校（494校）を除く一般の高校は1，524校で全体
の65．7％を占める（教育科学技術部ホームページより）。
41）日本では「複言語・複文化」という訳語がより一般的である。
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する」といった目標には程遠いのが現状のようである。42）
⑶ 現行の大学入試制度による第2外国語の履修者数減少の問題
韓国の初・中等教育の現場は，児童や生徒の教科学習に対する適性や興味な
どの内的動機よりは大学入試での当該教科の重要度のような外的動機によって
より強く左右されるため，大学入試の評価体制そのものが改編されない限り，
生徒の根本的な学習動機を引き出すことが非常に困難であると思われる（cf.
張，2010；朴，2007）。
現行の大学修学能力試験43）（以下，大学修能試験）では，第2外国語の教科
は公式的に英語の半分である50点の配点が付けられているが，実際の反映率
は各大学の入学選考方針に委ねられている。その結果，第2外国語は実質大学
入試から排除されていると言っても過言ではない（韓・朴，2008）。
2009年に教科部が発表した「教育課程自律化方案」によって，2010年より
第2外国語の履修義務化が事実上廃止されたことを受け，2009年71万人を超
えていた第2外国語の履修者数は，1年のうち60万人にも満たない水準まで
減少している。そして履修者数の減少率が最も高かったのはドイツ語で，2009
年の29，881名から2010年には21，841名へと26．9％も減っている。次にスペ
イン語が25．4％減少し，フランス語18．6％，日本語17．5％，中国語13．3％な
どの順となっている。44）
さらに，現在の大学入試制度による選択科目間の標準点数制及び等級制の盲
点が大いに利用され，近年アラビア語の受験者数が大幅に増加していることに
世間の耳目が集まっている。前項にも述べたように，2011年に至るまでアラビ
ア語を正式教科として編成している高校は全国に一か所もなかった。しかし，
大学修能試験の「第2外国語／漢文」領域の選択科目別受験者数の推移では，
アラビア語の受験者数だけが飛躍的に増え続けていることは注目に値する。
42）韓国の第2外国語科教育課程の詳細は，本稿末尾の「付録2」を参照されたい。
43）日本のセンター試験に相当する大学共通の入学試験で年に1回全国一斉に実施される。
44）「2004～2010年の教育統計年報（出典：韓国教育開発院）」
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アラビア語の受験者数の割合は，2005年の0．4％から2011年には45．7％ま
でに増加している。逆に日本語は2005年の43．8％から継続して増加の傾向に
あったが，2008年より減少し始め，2011年には18．6％までに減少している。
そして日本語以外の第2外国語の受験者数も揃って減少の傾向である。45）
続く第4章では，第2外国語教育政策が抱える諸問題に対して，どのような
改善策が模索できるのか，先行研究の見解を踏まえながら提示していきたい。
4．第2外国語教育政策への提言
英語の公教育強化政策とは裏腹に，現状の6単位の授業で成り立っている第
2外国語教育政策では，教育課程が掲げるような到達目標は到底叶わないもの
であるという教育現場からの厳しい批判の声がある。そんな中，第2外国語科
目の履修者数の減少及び大学入試制度の変更等が相まって一時期「第2外国語
教育無用論」や2014年度の大学修能試験から第2外国語を除外するといった
「第2外国語廃止論」が大きな話題を呼んでいた。一連の第2外国語教育を巡
る論争は，2011年1月24日付の教科部の「第2外国語廃止論の取り消しと現
状維持」といった立場の表明によって一旦は収まるようになった。しかし，問
題の根本にある外国語公教育政策の在り方，第2外国語教育の存続意義や重要
性などに関しては，依然として汎社会的な同意や理解は得られないままであ
る。
このような現状に対して，言語教育関係者からの様々な角度から今の外国語
教育の在り方についての提言が見られる。以下の「4－1」では韓国の言語教育
関係者からの意見をまとめて提示し，続く「4－2」ではヨーロッパ言語共通参
照枠（以下 CEFR）から学ぶ言語教育目標の在り方について考えたい。
45）cf.崔，2011；韓・朴，2008
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4－1．第2外国語教育関係者からの提言
英語以外の外国語教育の重要性に対する認識が教育行政関係者や一般の人々
の関心事外に置かれている現状について，不十分な授業時数，教科選択比率の
不均等，大学入試制度における第2外国語の疎外など，教育行政的な要因が問
題として指摘されている。しかし，別の側面から，これまでの教育課程に見ら
れる第2外国語科の教育目標や内容そのものが持つ問題点も少なくないと指摘
できる。例えば，第2外国語を学習することで実際その当該言語の母語話者と
面と向かって話をする機会がどれほどあるのか，あるいは手紙や書籍を通して
のみコミュニケーションを図る可能性がどれほどであるかなどについての考慮
も必要である。これまでに7つの外国語教科教育の目標すべてが言語の実用性
だけを強調する余り，コミュニケーション能力の向上だけを目標としてきてい
るのではないかという内省が必要である（李他，2011）。過去20年間高等学校
の外国語教育に適用されたコミュニカティブ・アプローチは，韓国の教育現場
において現実的というより理想に近いといえる（李・金，2011）。
鄭（2000）は，国家レベルの外国語教育戦略の樹立が必要であるとし，英語
教育の改革と共に早期複言語教育の導入を提案する。また，中・高等学校での
第2外国語教育の選択の幅を広げる上，第2外国語学習者に見られる履修者数
の不均等問題を解消するための政策が必要であると主張する。
韓・朴（2008）は，何よりも最初に特定の外国語に対する偏見や先入観を解
消するために国民的な広報を強化すべきであると述べている。そして，二つ目
には特定外国語の最少選択割合制度を導入することである。各市道教育庁は，
第2外国語教科ごとに5～10％程度の最少選択率制を導入し，これを政策的に
強制すべきであるという。さらに三つ目に，学校選択制を第2外国語教育の多
様化に活用する。最後は，選択履修希望者の少ない外国語の活性化のために特
別処置を施すことである。例えば，外国語授業の開設最低人数の適用外の処置
や，内申書の成績算出における不利益の解消方案を導入することを主張してい
る。
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その他，金ギョンソク（2010）では第2外国語教育の活性化のための教授法
及び教材の開発も重要であるが，ハードウェアとなる教育政策とインフラの改
革が先決されない限り第2外国語教育の活性化には限界があると述べている。
4－2．CEFRからの提言
CEFRは，Common European Framework of Reference for Languages :
Learning, teaching, assessmentの略語で，2001年に Council of Europeによって
フランス語と英語によって書かれたものである。日本では吉島・大橋他が2004
年に英語版を基にした日本語版46）を出版している。そして韓国では2007年に
金ハンラン他によってドイツ語版を基にした韓国語版47）が出版されている。
その出版の時期や参照した原文の言語は異なっているものの，両訳本の代表者
が CEFRに興味を持つようになった契機ないし背景には，複言語・複文化と
いった共通のキーワードが際立つ。しかし，CEFRが提唱する複言語主義・複
文化主義の考え方が少なくとも日本の外国語教育現場に大きな反響をもたらし
ていることとは対照的に，韓国における CEFRへの耳目の集まりは依然特定の
少数の第2外国語関係者に留まっている印象をぬぐいきれない。
ここでもう一度 CEFRの基本的な考え方やねらいとしているものを韓国の言
語教育政策に提言することはできないのかと考えてみる。あえて CEFRの理念
を繰り返すと，言語学習が目指すべきものは「学生をよき言語学習者になるよ
うに訓練し，学生が必要に応じて特定の言語を習得できるようにすることを認
め，生涯にわたる言語学習に取り組むこと48）」である。ここで大事なのは，学
習者に目標言語の母語話者並みの言語能力を求めるのではなく，学習者に与え
られた条件（学習時間や必要性，使用状況など）を考慮したうえで達成可能な
目標を一貫性を保ちながら提示し，個人の言語の部分的能力を積極的に認めよ
46）吉島茂・大橋理枝他（訳編）（2004）『外国語教育Ⅱ 外国語の学習，教授，評価のため
のヨーロッパ共通参照枠』朝日出版社
47 김한란 외 （2007）「언어 학습，교수，평가를 위한 유럽공통참조기준」한국문화사）
48）「 」内の表現は，和田他（訳）（2013：17）からの引用部分
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うとする考え方である。そして，言語そのものが文化のあらわれであることか
ら「様々な言語を様々なレベルで学習し，コミュニケーションに活用すること
を通じて，言語の価値はみな等しく，それぞれ固有の価値を持つことの理解を
訴えること49）」が複言語・複文化主義である。
5．終 わ り に
英語だけが外国語教育のすべてであるといった認識は決して韓国だけのこと
ではない。本稿をまとめていくうえで，韓国の第2外国語教育政策の推移と現
状を少しは理解することができたことと，同じく日本における初習言語教育の
在り方や問題点についても再考するよい機会となった。英語以外の言語を学ぶ
ことの重要性や必要性について，CEFRが提案する言語教育に対する複言語・
複文化主義の考え方は大変魅了される。しかし，同時にこの大きな理念を受け
入れることによってもたらされた，まさに問いだけの課題に直面することにも
なった。複言語・複文化主義の下で言語教師の果たす役割の重要性を改めて嚙
みしめずにはいられない。
言語を学習する主体は常に学習者であり，言語教師は学習者の教育目的と学
習目標に向けより効果的な学習につながる教授内容を構築し提示していく必要
がある。この意味で，言語教育は学習者と教師の協働的関係によって成り立っ
ているといえる。しかし，言語を学ぶというのは，単に学習言語の文法知識や
語彙，発音を理解するだけに留まらず，使用言語による文化の違いに気づき，
異文化に対する許容と寛容の心を培い，先入観や偏見に捕らわれない自主的な
態度をも育んでいくものでもある。ここにおいて言語教師の真の裁量が大きく
問われることになる。言語教育において「文化」をどのように扱っていくかに
ついては，今後の課題としておきたい。
49）「 」内の表現は，細川・西山（2010：31）からの引用部分
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［共通教育課程］
1．追及する人間像
我が国の教育は，弘益人間53）の理念の下，全国民が徳性を涵養し，自主的な生活能力と民
主市民として必要な資質を備えることで人間らしい生活を営み，民主国家の発展と人類共栄
50）韓国教育科学技術部告示第2011－361号［別冊16］の内容の一部を掲載している。和訳
及び訳文中の注釈は本稿の著者によるもの
51）日本での「指導要領」に相当する
52）以降の目次内容を割愛
53）社会に広く利益を与える人間
「付録2」韓国の第2外国語科教育課程50）
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領域 内 容
言語的
内 容
言語
技能
◦「聴く」「話す」「読む」「書く」の活動をバランスよく展開できるように
各領域別に内容を提示
言語
材料
◦発音及び綴り（文字）：発音と綴り（文字）に関する内容を提示
◦語彙：高等学校の一般科目である第2外国語教育課程の基本語彙中300
語彙内外を履修
◦文法：コミュニケーションに必要な基本表現に使われる文法事項を参考
◦コミュニケーションに必要な基本表現：基礎外国語学習に適切な内容
文化的
内 容
◦当該外国語圏の日常生活文化に関連する内容
◦当該外国語圏の言語文化に関連する内容
◦当該外国語圏の社会文化に関連する内容
の実現に貢献することを目的とする。
このような教育理念の下，本教育課程が追及する人間像は以下の通りである。
ア．全人的成長の基盤の上に個性の発達と進路を開拓できる。
イ．基礎能力の基の上に，新しい発想と挑戦で創意性を発揮できる。
ウ．文化的素養と多元的価値に対する理解を基に品格のある生活を営む。
エ．世界と疎通する市民として，分け合いと配慮の精神で共同体の発展に参加できる。
2．中学校の教育目標
中学校の教育は初等学校の教育の成果をもとに，学生の学習と日常生活に必要な基本能力
を育み，多元的な価値を受け入れ尊重する民主市民の資質涵養に重点を置く。
ア．健康で調和的な心身の発達を追及し，多様な分野の経験と知識を学び，積極的に進路
を探索する。
イ．学習と生活に必要な基礎能力と問題解決力をもとに，創意的思考力を育む。
ウ．自分を取り囲む世界に対する経験をもとに，多様な文化と価値に対する理解を深める。
エ．多様なコミュニケーション能力を育み，民主市民としての資質と態度を養う。
3．内容体系
4．生活外国語教育の目標
21世紀は，世界が1つの垣根の中で共存する生活を追及する，まさに‘地球村’の時代で
ある。交通手段と情報通信技術の画期的な発展に伴い，世界中が一日生活圏になっていく今
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日，国家及び文化圏間の交流は一層頻繁に行われ，交流を成功裏に果たすための相互理解の
必要性はより切実なものになっている。このような時代の流れは，政治・経済・社会的に密
接な関係を維持している主要国家の言語及び文化教育に対する必要性と共に，早期外国語教
育に対する需要を広げている。
国民共通履修課程である中学校教育課程に「生活外国語」を編成することになったのは，
このような時代思潮と社会的要求を反映したからである。‘生活外国語’は，全世界数十億
の人口が母語または第2言語として主に使用している「ドイツ語」「フランス語」「スペイン
語」「中国語」「日本語」「ロシア語」「アラブ語」に「ベトナム語」が加わった8つの言語で，
名実共に多重言語・多重文化教育を標榜することとなった。
学校で行われている外国語教育は，言語技能の研磨という実用的価値以外にも人格の成長
という教育的価値に対する考慮がなければならない。「言語は文化を写す鏡」という言葉が
意味するように，外国語を学ぶということはもう1つの文化に対する目を持つようになるこ
とを意味するからである。外国語学習を通して得られた言語と文化に対する知識をもとに，
外国人と積極的にコミュニケーションを図ろうとする生活態度を育て，地球村の時代を生き
る市民意識を目覚めさせることが「生活外国語」が志向する教育的目標である。感受性の敏
感な青少年期に接する「生活外国語」を通じて，学習者は相互異なることに対して肯定的な
価値観を持つことで，世界の中の韓国人として生きていくのに必要な基礎的素養を養うこと
ができる。
言語使用能力と関連して，「生活外国語」は当該外国語を初めて学ぶ学習者が基礎レベル
のコミュニケーションを図る上で必要な必須言語材料を規定し，その一覧を提示する。必修
言語材料の学習を通じて当該外国語使用者とのコミュニケーションの基礎を作り，上級学校
に進学して当該外国語を持続的に学習できる言語的素養を育てることが「生活外国語」教科
の一般目標である。言語技能，文化，態度別に分けた詳細目標は，以下の通りである。
ア．言語技能
⑴ 「聴く」
㋐発音の違いを区別して聞く。
㋑簡単な単語を聞いて理解する。
㋒簡単な文を聞いて理解する。
㋓簡単な対話を聞いて理解する。
㋔簡単な言葉を聞いて行動する。
⑵ 「話す」
㋐発音を聞いて正確に繰り返す。
㋑簡単な単語を聞いて繰り返す。
㋒簡単な文で対話をする。
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㋓簡単な言葉で事物や状況を説明する。
㋔簡単な言葉で感情や意志を表現する。
⑶ 「読む」
㋐綴りまたは文字に対応する音の体系，または音声的特性を理解して正しく発音する。
㋑単語の強勢を生かして文を正しく読んで理解する。
㋒日常生活に関連する容易な文を読んでジャンル及び素材を把握する。
㋓日常生活に関連する容易な文を読んでキーワードとテーマを把握する。
⑷ 「書く」
㋐綴りまたは文字符号と音声的特性に留意しながら単語を正確に書く。
㋑簡単な文中の空欄を埋めて文を完成させる。
㋒簡単な文またはパラグラフ単位の文章を聞いて書き取る。
㋓日常生活に関連する容易な内容を文で表現する。
㋔実物と類似した簡単な書式に，必要な情報を書き込んで完成させる。
イ．文 化
⑴ 外国語学習を通じて当該言語圏の日常生活文化と言語文化を理解する。
⑵ 当該言語圏の主な社会，歴史，芸術などに対して興味を持つ。
⑶ 当該言語圏に対する文化理解を通じてコミュニケーション能力を高める。
⑷ 外国文化と自国文化の比較を通じて文化の普遍性と特殊性を認識する。
ウ．態 度
⑴ 外国語でコミュニケーションを図ろうとする積極的な態度を持つ。
⑵ 外国文化に対して関心を持ち，自ら調べようとする態度を持つ。
⑶ 外国文化を理解することで自国文化を新たに認識し，正しい価値観を養う。
⑷ 外国文化理解を通じて相対的な視点で自国文化を新たに見直す。
⑸ 外国文化に対する理解を通じて「地球村の市民」として持つべき正しい価値観を養
う。
5．科目別到達基準54）
54）割愛
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6．教授・学習方法
ア．一般指針
⑴ 生活外国語の授業は可能な限り当該外国語で行う。
⑵ 教授・学習の最終目標が言語形態の学習ではなく，コミュニケーション能力の向上
につながるような教授・学習計画を立てる。
⑶ 新しい内容の理解と習得，適用が容易に行われるよう，段階別（学習準備段階，学
習段階，学習後の活動段階）に授業を行う。
⑷ 学習者のニーズと知的発達を考慮して，らせん形で学習進度を構成する。
⑸ 必要に応じて教科書の内容を再構成して使用することができる。
⑹ 言語の4技能のうち，なるべく2つ以上の技能を連携して教授・学習計画を立てる。
⑺ 教授・学習に役に立つ場合，多様な視聴覚資料及びマルチメディアの教授・学習資
料を活用する。
⑻ 学習者の興味を高めるためにロールプレイ，ゲーム，模倣遊び，歌などの多様な学
習資源を活用する。
⑼ 重大な誤りでなければ即座での修正は避ける。
⑽ 暗記式の授業を避け，学習者の創造力を向上させ人格を涵養する方法を模索して活
用する。
イ．言語技能
⑴ 「聴く」
㋐簡単な文を聴いたのち，指示された通り行動をとる。
㋑単語及び簡単な表現を聴くことから文，会話へと「聴く」練習を行う。
㋒キーワードやテーマに関わる言葉を中心にコミュニケーションの意図を把握し，全
般的な意味を理解する。
⑵ 「話す」
㋐ネイティブスピーカーの発音を聴いて正確にリピートする。
㋑日常生活に関連する基本的なコミュニケーション表現を頻繁に使用する。
㋒ロールプレイ，ゲーム，模倣遊びなどを通じて学習した内容を，実際のコミュニケ
ーション状況に適用する機会を頻繁に設ける。
⑶ 「読む」
㋐日常生活に関連する内容の文章や会話文を発音，強勢，イントネーションなどに留
意しながら声を出して読む。
㋑簡単な文章や会話文を読んで，トピック，要旨，大意などを把握する。
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㋒日常生活に関連する簡単な内容を乗せた広告文，ポスター，道路標識，公共案内文
などを読んでその意味や要旨を把握する。
⑷ 「書く」
㋐書き取る練習を可能な限り頻繁に行う。
㋑日常生活に関連する内容の文章や会話文を，綴りや句読点などに留意しながら書く。
㋒日記，手紙，ブログ，カード，電子メールなど，多様な形式で自分に関する文章を
書いたり，伝えたい情報を作成したりする。
ウ．文 化
⑴ 自国と各言語圏の文化との共通点や相違点を客観的に理解できるようにする。
⑵ 固定観念や知識中心の学習より，文化の多様性と個別性を発見できるようにする。
⑶ 絵画，写真，動画などの臨場感ある多様な資料を活用して創造力を高め，学習動機
と興味を引き出す。
⑷ 学習者の積極的な参加を促すために，授業で扱う文化に関連する内容を個別または
グループ別に調べて発表させる。
7．評 価
ア．評価規準
⑴ 言語材料とコミュニケーションに必要な基本表現に記述された内容を中心に，基本
的で重要な事項を評価する。
⑵ 学習した内容を中心に「聴く」「話す」「読む」「書く」技能の能力をバランスよく
評価する。
⑶ 付随的で例外的な事項の評価より言語能力を総合的に評価する。
⑷ 単純な暗記中心の評価を避け，理解と活用能力に重点をおいて評価する。
⑸ 文化に関する評価は，短編的な知識を測定するよりはコミュニケーションに必要な
基本表現と関連する外国文化の理解度に重点をおいて評価する。
イ．評価方法
⑴ 「聴く」
㋐基本語彙や簡単な表現を理解する能力を評価する。
㋑簡単な文章や会話を聴いて重要な情報を捉える能力を評価する。
㋒簡単な文章や会話を聴いて状況を把握する能力を評価する。
㋓簡単な文章や会話を聴いて質問に対する答えを見つける能力を評価する。
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⑵ 「話す」
㋐学習した内容をロールプレイを通じて表現する能力を評価する。
㋑自分に関連する内容を簡単に話す能力を評価する。
㋒絵や写真を見て簡単に説明する能力を評価する。
㋓学習した会話や文章の内容を聴いて簡単にまとめさせる。
⑶ 「読む」
㋐日常生活に関連する文章や会話文を正確に読み取る能力を評価する。
㋑簡単な文章や会話文を読んで重要な情報を捉える能力を評価する。
㋒簡単な文章や会話文を読んでテーマや大意などを把握する能力を評価する。
㋓簡単な文章や会話文を読んで質問に対する答えを探す能力を評価する。
⑷ 「書く」
㋐簡単な文章や会話文を聴いて正確に書き取る能力を評価する。
㋑日常生活に関連する内容を簡単に書く能力を評価する。
㋒自分と関連する内容を簡単に書く能力を評価する。
㋓カード，日記，手紙，電子メールなどの形式で日常的なテーマに関して文を書く能
力を評価する。
⑸ 文化
㋐外国の人々の日常生活文化を理解しているかを評価する。
㋑教科書で扱った文化的内容に関連する資料を調べて発表するか提出する。
㋒教師との面談，発表，学生間の会話を通じて外国文化に対する理解度と態度等を評
価する。
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［選択教育課程］
第2外国語一般科目
1．追及する人間像
我が国の教育は，弘益人間の理念の下，全国民が徳性を涵養し，自主的な生活能力と民主
市民として必要な資質を備えることで人間らしい生活を営み，民主国家の発展と人類共栄の
実現に貢献することを目的とする。
このような教育理念の下，本教育課程が追及する人間像は以下の通りである。
ア．全人的成長の基盤の上に個性の発達と進路を開拓できる。
イ．基礎能力の基の上に，新しい発想と挑戦で創意性を発揮できる。
ウ．文化的素養と多元的価値に対する理解をもとに品格のある生活を営む。
エ．世界と疎通する市民として，分け合いと配慮の精神で共同体の発展に参加できる。
2．高等学校の教育目標
高等学校の教育は中学校の教育の成果を基に，生徒の適性と素質に相応しい進路開拓能力
と世界市民としての資質を涵養することに重点を置く。
⑴ 成熟した自我意識を基に多様な分野の知識と技能を身に付け，進路を開拓し，生涯学
習のための基本的な力量と態度を備える。
⑵ 学習と生活において新しい理解と価値を創出できる批判的・創造的思考力と態度を養
う。
⑶ 自国文化を享有し，多様な文化と価値を受け入れる資質と態度を備える。
⑷ 国家共同体の発展のために努力し，世界市民としての資質と態度を養う。
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領域 内 容
到
達
規
準
言語的
内 容
言語
技能
◦「聴く」「話す」「読む」「書く」の活動をバランスよく展開できるよ
うに各領域別に内容を提示
言語
材料
◦発音及び綴り（文字）：各言語別の標準発音及び綴り（文字）を学習
◦語彙：【別表Ⅱ】55）の基本語彙表を参照
－各言語の学習語彙数
•ドイツ語Ⅰ：500語彙内外
•ドイツ語Ⅱ：800語彙内外
•フランス語Ⅰ：500語彙内外
•フランス語Ⅱ：800語彙内外
•スペイン語Ⅰ：500語彙内外
•スペイン語Ⅱ：800語彙内外
•中国語Ⅰ：400語彙内外
•中国語Ⅱ：800語彙内外
•日本語Ⅰ：500語彙内外
•日本語Ⅱ：800語彙内外
•ロシア語Ⅰ：400語彙内外
•ロシア語Ⅱ：800語彙内外
•アラビア語Ⅰ：400語彙前後
•アラビア語Ⅱ：800語彙前後
•ベトナム語Ⅰ：400語彙前後
•ベトナム語Ⅱ：800語彙前後
◦文法：【別表Ⅰ】56）のコミュニケーションに必要な基本表現を参照
－規定された文法事項を順守
◦コミュニケーションに必要な基本表現：高等学校のレベルとして適
切な基本表現
文化的
内 容
◦ターゲット言語が使用されている地域の日常生活文化に関連する内容
◦ターゲット言語圏の言語文化に関連する内容
◦ターゲット言語圏の国々の社会文化的内容
3．内容体系
［選択教育課程］
第2外国語深化科目57）
55）割愛
56）割愛
57）割愛
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